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結婚から子育てまで
みんなで支える環境整備事業

・ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた相談支援
（ふくしま結婚･子育て応援ｾﾝﾀｰの運営）

・ふくしま結婚応援フォーラム開催

・市町村の少子化対策の支援

ふくしまの礎

人と地域

晩婚化､未婚化とともに震災･原発事故等により平成
24年まで低下傾向。

平成25年以降、上昇基調に転じ、震災前の水準（全
国的にみても高い水準）を上回る状況。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

結婚や出産､子育てを考える方が安心して実現でき
る環境の整備や支援の充実が必要。

子どもを産み育てしやすい社会の実現のため､待機
児童の解消が必要。

主な課題と今後の方向性

← 総 合 計 画 の 計 画 期 間 →
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安⼼して出産できる環境づくり
⽇本⼀安⼼して⼦育てできる環境づくり
結婚を⽀援する仕組みづくり

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

結婚から子育てまでの切れ目ない支援を継続すると
ともに､県民全体で応援する気運を高め､子どもを産み
育てやすい環境の整備を推進。

保育の実施主体である市町村のﾆｰｽﾞ（地域の実情）
に応じて、保育所の整備をはじめ､保育士の育成･確
保、幼稚園等の活用などを推進。

合計特殊出生率
１人の女性がその年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子ども数

保育所入所待機児童数
認可保育所等の利用申込がなされているが利用していない児童数

指標の評価
（平成28年度）

指標の評価
（平成28年度）

Ｄ (70%未満)

平成25年以降、上昇傾向が続いており､平成27年度
に導入された｢子ども・子育て支援新制度｣により利用
対象者が拡大されたため急増。

【出典】人口動態統計月報年計の概況（福島県） 【出典】保育所等利用待機児童数調査（厚生労働省）

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

教育･保育施設整備事業

・市町村が行う民間の保育所、
認定こども園等の整備を支援

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

市町村妊娠出産包括支援推進事業

・妊娠期から子育て期までの
相談や支援をワンストップ
で行う「市町村子育て世代包
括支援センター」の設置促進

・センターの機能充実に向けた
連絡調整会議や妊産婦支援研修会の開催

子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

保育士就労支援事業

・指定保育士養成校における
保育所等の就職説明会

・潜在的保育士の就労支援

等

子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（ － ）

指標の評価
（ － ） －

全国
12位

← 総 合 計 画 の 計 画 期 間 →
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「学びのスタンダード」推進事業

・教員の授業づくりの指針となる
「授業のスタンダード」の活用

・家庭の学習や指導方法をまとめた
「家庭学習スタンダード」の活用

・理数科目の優秀教員による授業改善 等

ふくしまの礎

人と地域

国語・数学とも前年度より上昇したが、震災前を下回
る水準にあり､いずれも全国平均に満たない状況。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

特に数学分野の学力が全国平均を下回る状況が恒
常化しつつあり､全県的な指導の充実や工夫･改善が
必要。

震災･原発事故に伴う屋外活動の制限等により損な
われた運動習慣の形成が必要。

主な課題と今後の方向性

知･徳･体のバランスの良い育成と､
⽣き抜く⼒をはぐくむ教育

学校､家庭､地域が⼀体となった地域全体での教育
安全･安⼼で質の⾼い教育環境の実現

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

教師の授業力や家庭学習の質の向上に向けた取組
を推進。

学校体育や社会体育において､運動の機会を確保
し､運動習慣を形成する取組を推進。

全国学力・学習状況調査結果 中学３年生
全国平均を100とした福島県の平均回答率

全国体力・運動能力等調査結果 小学５年生
平成20年度全国平均を100とした福島県の平均体力合計点

指標の評価
（平成28年度）

指標の評価
（平成28年度） 男子:B（80～100％） 女子:A（100％以上）

体力･運動能力は改善傾向にあり､女子は全国平均
を上回る状況。

一方､男子は全国平均を下回る状況。

【出典】全国学力・学習状況調査（文部科学省） 【出典】全国体力・運動能力、運動習慣等調査（文部科学省）

子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ふくしまっ子体力向上総合プロジェクト

・「運動身体づくりプログラム」を推
進する専門アドバイザーの派遣

・体力･運動能力､健康診断結果等
を自己管理する自分手帳の活用

・食育等による健康増進 等

子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

サポートティーチャー派遣事業

・授業､長期休業､放課後等への
派遣を通じた学習のつまずき解
消、心のケア

子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ふくしま未来キッズワクワクプロジェクト

・自然体験を通じた子どもと家族の
体力向上､健康増進

・自然体験ｲﾍﾞﾝﾄ（ふくしまｷｯｽﾞﾌｪｽﾀ）開催

子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（平成28年度）

指標の評価
（平成28年度） 国語:B（80～100％) 数学:B（80～100％）

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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子全国
34位
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43位

※ 中学2年（H28 年度） 男子99.3､女子100※ 小学6年生（H28年度） 国語99.4（全国29位）､算数98.9（全国34位）

新 規新 規 一部新規一部新規
学びのスタンダード

の実践
自分手帳の活用自分手帳の活用

未来キッズ生き活き事業 44回開催　5,882人参加

ふくしまキッズフェスタ 1,583人参加

[[参考] 

平成28年度
の実績

長期休業、放課後 等
110校､7教育委員会へ

延べ162名派遣

授業 70校へ延べ70名派遣

[[参考] 

平成28年度
の実績

ｻﾎﾟｰﾄﾃｨﾁｬｰの授業
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県民カレッジ推進事業

・県民の生涯学習活動を支援（生涯学習機会の提供）

ふくしまの礎

人と地域

震災の影響により事業が実施できなかった市町村が
減少してきたこと、講座数が増加したこと等により増加
傾向。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

復興・創生にはひとづくりが基礎であり、ライフステー
ジに応じた生涯学習の機会の提供が必要。

県民が生涯にわたってスポーツに親しむことができ
るための環境や機会が必要。

主な課題と今後の方向性

⽂化・スポーツの振興
若者･⼥性･⾼齢者の活躍の場づくり
⽣涯学習の場づくり

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

行政や関係機関等の連携・協力をさらに深め、県民
が主体的、継続的に様々な生涯学習活動に取り組め
るよう支援。

「2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ」や「ﾗｸﾞﾋﾞｰW杯
2019」などの大規模国際大会開催を契機とし、ｽﾎﾟｰﾂに
親しむ機会の創出を図る。

県民カレッジ受講者数
県、市町村､大学等高等教育機関､民間事業者、NPOなどの関係機関が実施する各種講座

生涯スポーツ関連行事の開催回数
市町村で実施しているスポーツ関係行事

指標の評価
（平成27年度）

指標の評価
（平成27年度） A（100％以上）

各市町村の体育施設が震災以前の状況に回復して
きていること、生涯スポーツ関連施設（パークゴルフ場
等）が新設されていること等により増加傾向。

【出典】市町村生涯学習行政に関する調査及び福島県生涯学習関連事業（福島県） 【出典】市町村活動状況調査（福島県）

ふくしまラグビー交流事業

・タグラグビーの指導者
養成や交流イベント等
を通し、多様な世代と
の交流を推進

高齢者の健康・生きがいづくり事業

・高齢者向けの
スポーツ・文化等の

イベントの開催

人口減少・高齢化対策プロジェクト

未来へチャレンジ！ふくしまスポーツ塾

・アスリート等との交流や

スポーツ体験活動を実施

子ども・若者育成プロジェクト

指標の評価
（平成27年度）

指標の評価
（平成27年度） A（100％以上）

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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【代表的な事業】

いわきヒューマンカレッジ、野口英世記念ばんだい高原国際音楽祭、會津
稽古堂まつり、郡山市シティーマラソン、会津美里ふれあいウォーク2016、
東和ロードレース大会

[参考] 平成28年度の実績 受講者数 80,451人

新規新規

子ども・若者育成プロジェクト

タグラグビーの様子タグラグビーの様子

スポーツ体験（テニス教室）スポーツ体験（テニス教室）

累計
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地域創生総合支援事業

・住民主体の個性と魅力にあふ
れる地域づくりを推進するため
ための取組を支援

ふくしまの礎

人と地域

民間団体や地域住民、市町村による地域活性化の
取組を着実に支援。

少子・高齢化に加え、震災の影響により、採択件数は
目標値をやや下回る傾向。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

少子・高齢化、商店街の空洞化、都市への人口流出
などの課題を解決するには、魅力ある地域づくりが必
要。

NPO法人・まちづくり団体等の活動は復興に大きく
寄与しており、継続的な活動が必要。

主な課題と今後の方向性

広域的なまちづくり･地域づくり
中⼼市街地の活性化
NPO法⼈･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ･地域ｺﾐｭﾆﾃｨの活動の⽀援
分権型社会への対応

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 中小企業等復興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

地域にある潜在資源を発掘・最大限活用し、魅力あ
る地域づくりを推進。

地域将来を担う若者や子どもたちによる活動等によ
り、NPO法人・まちづくり団体等の活動を強化。

地域づくり総合支援事業採択件数
地域づくりを推進する民間団体や市町村等の取組への補助件数

ＮＰＯやボランティアと県との協働事業数

指標の評価
（平成27年度）
指標の評価
（平成27年度） A（100％以上）

平成23年度の事業数は震災の影響により激減。

その後、復興支援等に取り組むNPO法人の増加によ
り、事業数は目標値を上回り増加傾向。

【出典】福島県企画商工部調べ 【出典】福島県文化スポーツ局調べ

風評・風化対策強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

NPO強化を通じた若者定着・地域活性化事業

・NPO法人におけるｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ
活動等を行う取組を支援

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

知のネットワークを活用した復興推進事業

・調査研究会による地域課題の解決策の検討と実践に
向けた取組の支援

復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ふくしまの子・ふるさとの商店街プロデュース事業

・商店街やまちづくりを子どもたち
が学びながら､賑わいを取り戻す
ための取組を検討・実践

子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） B（80～100％）

一般枠採択件数 155件

[参考] 平成28年度の主な実績

実施

商店街

会津若松市役所通り商店街、郡山市

中央商店街・郡山市大町商店街、常

葉中央通り商店街

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

1,356 

2,260 

226 

1,303 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

目標値 実績値（件）

（年度）
← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

111 

119 

68 

95 

130 

121 

60 

103 

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

目標値 実績値（件）

（年度）

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ参加学生数 32名

[参考] 平成28年度の主な実績

[参考] 平成28年度の主な実績

地域課題 磐梯山周辺地域の教育旅行の回復

調査･研究

等の成果

・調査研究会5回開催

・活用促進ための成果報告会等3回開催

[参考] 平成28年度の主な実績

会津・駄菓子カフェ

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの例
オカエリ夏祭り in 小高 2016 オカエリ夏祭り in 小高 2016 

累計
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ふくしまの礎

人と地域

県面積の8割を占める過疎・中山間地域においては、
過疎化・高齢化の進行に加え、震災の影響により、地
域活力の低下が深刻な状況。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

人口減少・高齢化の進行に加え、震災の影響によ
り、様々な担い手が不足し、地域コミュニティの維持が
困難。

自然や食文化など､中山間地域特有の資源を活かし
た地域活性化が必要。

主な課題と今後の方向性

地域⼒の育成
働く場と収⼊の確保
⽣活基盤の改善
奥会津地域の振興

農林水産業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

地域外の若い力を新たな担い手として受け入れ、定
住を促進するため、引き続き、働く場と住居の確保な
ど、受け入れ体制の充実を図る。

地域資源の活用はもとより､都市住民や若者､企業等
と連携した地域の活性化を図る取組を支援。

過疎地域の人口減少・高齢化 「地域づくり計画」策定件数
過疎・中山間地域の振興を目的とする地域づくりに係る計画件数

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） B（80～100％）

過疎化・高齢化の進行により、地域の担い手が減少
する中、地域づくり計画の策定数についても毎年度の
目標数値を下回る傾向。

【出典】福島県企画調整部調べ 【出典】福島県企画調整部調べ

ふくしまふるさとワーキングホリデー事業

・県外の若者等が一定期間滞在
し、働きながら福島の暮らしを学
び体験するﾜｰｷﾝｸﾞﾎﾘﾃﾞｰを実施

地域おこし協力隊支援事業

・地域産業の後継者育成や奥会津地域の活性化の
ため協力隊を設置

参考指標

4  6 
20  22 

27 
53 

81 

0

20

40

60

80

100

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

[参考]  

県内の
隊員数

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

（人）

（年度）

参加者 107人

← 総 合 計 画 の 計 画 期 間 →

14.3 

25.0  29.5 
19.3 

32.4 
36.5 

14
19
24
29
34
39

H2 H12 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（％）

（年度）

101.2 
94.5  90.3 

100

80.5 
71.9 

70

80

90

100

110

県全体 過疎地域

人
口
の
推
移

高
齢
化
率
の
推
移

（平成2年を100とした各年10月の値）

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

96 

124 

61 
85 
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130

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

目標値 実績値（件）

（年度）

地域創生総合支援事業 サポート事業

（過疎･中山間地域集落等活性化枠）

・住民が実施する
過疎･中山間地域の
集落再生の取組を支援

「絆」で拓く！ふくしま未来農業創出事業

・企業連携による
中山間地域の
農業先端モデル
経営の実証と設立

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

採択件数 23件

都市部の⼤学⽣等が対象
ふるさとワーキングホリデー
都市部の⼤学⽣等が対象
ふるさとワーキングホリデー

[参考] 平成28年度の実績[参考]
平成28年度の実績

先進地事例調査
（三島町）

先進地事例調査
（三島町）

菌床しいたけハウス
（南会津町）

菌床しいたけハウス
（南会津町）

編み組細工（三島町）編み組細工（三島町）

大学生による集落活性化
（二本松市）

大学生による集落活性化
（二本松市）

累計
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避難地域復興拠点推進事業

・避難地域12市町村の復興拠点づくりを支援

ふくしまの礎

人と地域

避難指示の解除に伴い、居住人口、帰還人口ともに
緩やかな増加傾向。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

居住人口、帰還人口のさらなる増加のため、生活環
境の整備や避難指示解除後の住民の帰還支援が必
要。

住民帰還が進まないことと、小売業者等の事業再
開が進まないことによる悪循環が生じている。

主な課題と今後の方向性

避難解除等区域における復興･再⽣に向けた取組
将来的に住⺠の帰還を⽬指す区域における復興･
再⽣に向けた準備
避難者の⽣活再建・事業再開⽀援

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

復興拠点や広域インフラなどの整備､医療･介護・福
祉サービスの確保とともに､仮設住宅等からの移転支
援や継続的な情報提供等による帰還支援を推進。

顧客の確保と従業員の確保のため住民帰還に向
けた環境整備とともに、被災した事業者の事業再
開・自立に向けた支援を継続。

避難地域の居住人口・帰還人口 避難地域の事業の再開状況

平成26年１０月に避難指示が解除された川内村は約
9割、平成28年6月に解除された葛尾村は約7割の会
員事業者が事業再開したが、平成29年３月以降に解
除された町や帰還困難区域がある町における事業再
開率は低い水準。

【出典】福島県避難地域復興局調べ 【出典】福島県商工労働部調べ

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

原子力災害被災事業者事業再開等支援事業

・避難地域12市町村で被災した中小企業・小規模事業
者の事業再開等を集中的に支援。事業再開に要する
初期投資費用の一部を補助。

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ふるさとふくしま帰還・生活再建支援事業

・避難した県民に対し、応急仮設
住宅等から県内の自宅等への
移行や一定期間の住宅確保を
支援

生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

復興まちづくり加速支援事業

・帰還した住民の生活に必要な

公設商業施設の運営経費の支援

・商業まちづくりに関する復興課題

を支援する専門家を派遣

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（－）

指標の評価
（－） －

[参考] 
整備された
復興拠点 [参考] 平成28年度

事業再開等支援補
助金採択状況

第１次公募 第２次公募 第３次公募

119件 268件 227件

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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4

H22年3月 H24年11月 H25年9月 H26年9月 H27年10月 H28年10月

0
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2
3
4
5
6居

住
人

口

帰

還

人

口

10
15

（万人）

146,400

38,500 41,600 44,500
49,700

24,500 26,400 28,000
31,000

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

【居住人口】 旧警戒区域､旧計画的避難区域及び旧緊急時避難準備区域

に指定された地域から避難し対象地域内に帰還した人数、新たに移住してき
た人数、対象地域から避難することなく居住している人数の合計

【帰還人口】 居住人口のうち、対象地域から避難し､対象区域内に帰還し
た人数

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

2,597 

1,361 

1,463  1,510  1,585 
1,686 
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3,000

H22年1月 H25年3月 H26年3月 H27年3月 H28年3月 H29年3月

実績値（事業所）

53,100

33,200

飯舘村道の駅「までい館」飯舘村道の駅「までい館」 川俣町復興拠点商業施設
「とんやの郷」

川俣町復興拠点商業施設
「とんやの郷」

浪江町「まち・なみ・
マルシェ」

指標の評価
（－）

指標の評価
（－） －

一部新規一部新規

累計 累計
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輸入規制措置の解除･緩和は徐々に進みつつある
が､海外向け出荷額は低調な状況が続いており､輸出
回復に向けた販路の回復、拡大が必要。

根強い風評の背景には、本県の検査体制などに対
する認知度の低さがあることから､安全･安心の確保とと
もに正確な情報発信を継続していくことが必要。

ふくしまの恵み安全・安心推進事業

・産地が行う放射性物質検査
や汚染防止対策など安全
確保の取組を支援

・流通消費段階における安全
情報の見える化 等

ふくしまの柱

活 力

[農 業] 農産物価格は回復基調にあるが､平成26年
度は米価の下落により産出額は減少。

[林 業]  緩やかな回復基調にある。

[沿岸漁業]  操業自粛中（試験操業のみ）。

風評等の影響により震災前の水準まで回復していない状
況。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

主な課題と今後の方向性

安全･安⼼な農林⽔産物の提供
県産農林⽔産物のブランド化･⾼付加価値化
農業､林業･⽊材産業､⽔産業の再⽣

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
農林水産業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

効果的な情報発信やPRをはじめ、第三者認証GAP
の取得や6次化等により､正確な情報と魅力ある農林水
産物を提供し､価格や販路の回復を推進。

有望輸出国でのPRや関係者の招へいや国際基準を
満たす農林水産物の生産等を通じて、いまだ規制を続
ける国･地域の理解促進と新たな販路の開拓を推進。

農林水産業の産出額 福島県産農林水産物の海外向け出荷額

指標の評価
（平成27年度）
指標の評価
（平成27年度） D（70％未満）

原発事故･風評の影響による輸入禁止、輸入規制に
より、出荷額は激減。

東南アジアへの新たな販路開拓等により緩やかな回
復基調にあるものの､震災前の水準まで回復していな
い状況。

【出典】生産農業所得統計（農林水産省）､生産林業所得統計（農林水産省）、
海面漁業漁獲高統計（福島県） 【出典】福島県農林水産部調べ

風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

チャレンジふくしま

農林水産物販売力強化事業

・国内や海外への正確な情報発信

・輸出希望国･地域の規制緩和促進

・オンラインストア等による販路開拓
等の支援

等

風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

福島県産水産物競争力強化支援事業

・水産エコラベル（第三者認証
制度）取得支援

・認証水産物の高付加価値化
と流通を支援

風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（平成26年度）
指標の評価
（平成26年度）

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

1,782 

2,165 

2,635 
2,432 

1,930 
2,162 

1,942 
1,500 

2,000 

2,500 

3,000 
目標値 実績値

100 
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（億円）
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農業:B（100％以上） 林業:D（70％未満） 水産業 :-

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

23 
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～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

47.1  100.0 
92.0 
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100
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林

業

[全ての食品を輸入停止]

中国

[一部の食品を輸入制限]

米国､EU､韓国､ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ､
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾌｨﾘﾋﾟﾝ､ｲﾝﾄﾞ､ﾛ
ｼｱ､ｳｸﾗｲﾅ､ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ､ｱ
ﾗﾌﾞ主著国連邦､ｴｼﾞﾌﾟﾄ､ｱ
ﾙｾﾞﾝﾁﾝ､ﾌﾞﾗｼﾞﾙ､ﾆｭｰｶﾚﾄﾞ
ﾆｱ､台湾､香港

一部新規一部新規

新 規新 規 一部新規一部新規

水産エコラベル=環境に配慮した漁業の認証制度
※大手スパー等では取り扱いを拡大

第三者認証GAP取得等促進事業

・産地の第三者認証GAP等
の取得支援

等

風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

一部新規一部新規

GAP=農業生産工程管理（食品安全､環境保全､
労働安全の点検項目を定め､生産工程の
管理や改善を行う取組）

※東京2020オリンピック・パラリンピックに供給される食材は第三者認証ＧＡＰ等が要件
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工場立地の推進に向け、企業立地補助金や復興特
区などの支援や立地環境などの情報発信が必要。

製造品出荷額は震災前の水準に回復したが、全国
平均と比較すると低い状況。

ふくしまの柱

活 力

平成26年に、震災前（平成22年）を超過する水準ま
で回復。復興関連事業の伸展により、今後も出荷額が
伸びることが見込まれる。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

主な課題と今後の方向性

企業⽴地などによる産業集積
医療関連産業など本県再⽣の推進⼒となる産業の集積
県内企業の経営基盤､競争⼒･収益⼒の強化
ブランド⼒の向上と販路開拓､起業の⽀援

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
中小企業等復興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

復興支援の補助金など各種制度を各企業に周知
し、企業の製造力、技術開発支援の強化を推進。

企業訪問や各種広報媒体等でのプロモーション、企
業経営者を招いた視察研修会など、戦略的な情報発信
に取り組む。

製造品出荷額等 工場立地件数

指標の評価
（平成28年）
指標の評価
（平成28年） B（80～100％）

平成28年の伸びは前年より鈍化しているが、立地補
助金の採択を受けながら届出に至っていない企業等も
あり、今後も増加が見込まれる。

【出典】経済産業省「工業統計速報」及び福島県統計課「工業統計調査結果報告書」 【出典】福島県商工労働部「工業開発条例に基づく届け出（福島県）

ふくしま産業復興企業立地支援事業

・県内での新増設を行う
企業に 対し、初期投資
費用の一部を補助

新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

開発型・提案型企業転換総合支援事業

・ものづくり企業における新商品
の構想・開発・事業化までの開
発サイクルの自立化などを支援

中小企業等復興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

地方拠点強化推進事業

・企業の本社機能の移転･拡充
に向けたｱﾝｹｰﾄ調査､個別
ﾋｱﾘﾝｸﾞ､企業訪問の実施

新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（平成26年）
指標の評価
（平成26年）

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

51,980 

55,174 

50,957 

42,180 

50,990 

64,923 

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

目標値 実績値 全国平均（億円）

（年）

B（80～100％）

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

130 

250 
300 

360 

700 

102 

172 

252 
299 

0

100

200

300
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600

700

800

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

目標値 実績値（件）

（年）

H25年は単年の数値。
H26年以降はH25年からの累計値。

採 択 事 例採 択 事 例

新商品開発の促進新商品開発の促進

新 規新 規

東京オリ・パラで世界にアピールする
医療福祉機器等開発推進事業

・救急・災害対応医療機器､ス
ポーツ医療に関する医療機
器の開発支援、イベント等の
機会を活用した国内外への
販売促進

新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

メディカルクリエーションふくしまメディカルクリエーションふくしま

新 規新 規

累計
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県内企業の新規参入に向けて引き続き産学官の
ネットワークを強化し、具体的な共同研究等につな
げることが必要。

多様な再生可能エネルギーの全県的な導入拡大
と普及に伴う電力系統の空き容量対策が必要。

再生可能エネルギー復興支援事業

・避難解除区域等における
再エネ発電設備や送電線
等の導入支援

・阿武隈山地･沿岸部におけ
る再エネ発電施設や共同
送電線等の導入支援

ふくしまの柱

活 力

太陽光発電を中心に増加傾向。

改正ＦＩＴ法の施行（平成29年4月）や共用送電線の
整備等により今後も増加基調が続くと見込まれる。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

主な課題と今後の方向性

導⼊拡⼤
研究拠点･関連産業の集積･育成
⼈材育成や啓発

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
農林水産業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
中小企業等復興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

福島新エネ社会構想（国､関連企業等）との連携によ
り､送電網の整備とともに､大量導入と需給調整、地産
地消ｴﾈﾙｷﾞｰ利用の拡大、水素社会実現等を推進。

各種補助金や税制優遇措置の周知により新規参入
を促すとともに､関係機関との連携のもと､事業化に向
けた研究開発や人材の育成を推進。

再生可能エネルギーの導入量 （原油換算）
［再生可能エネルギー導入目標］
2040年（平成52年）頃を目処に

県内の総ｴﾈﾙｷﾞｰ需要相当分を再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰで賄う

再生可能エネルギー関連の工場立地件数
福島県工業開発条例に基づく敷地面積1,000㎡以上の工場の新・増設に
係る届出件数（累計）

指標の評価
（平成28年）
指標の評価
（平成28年） Ｃ(70%～80%未満)

※ FIT：固定価格買取制度
【出典】福島県企画調整部（エネルギー課）調べ 【出典】工業開発条例に基づく届け出（福島県）

新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

福島新エネ社会構想等推進技術開発事業

・事業化のための実証研究支援

・産業技術総合研究所福島再生
可能エネルギー研究所と連携し
た技術開発支援

・事業化に向けた欧州先進地との
研究連携

新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

水素エネルギー普及拡大事業

・商用水素ｽﾃｰｼｮﾝ､燃料電
池自動車（FCV）の導入支
援

新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

未来を担う再エネ人材交流･育成事業

・欧州先進地への専門家や若手
企業人等の派遣

・高校生等への再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
関連技術を学ぶ講座の開催

等

新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

参考指標参考指標 －

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

（千㎘）

（年度）
← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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目標値 実績値（件）

（年）

再生可能エネルギーを利用した発電施設は年々増
加し､発電設備等の製造工場立地も増加傾向にある
が､目標値には達していない。

郡山市

産業技術総合研究所
福島再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究所
産業技術総合研究所
福島再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究所

1,988 

3,522 

2,397 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 2030 2040

目標値 実績値

県内で消費する
一次ｴﾈﾙｷﾞｰに占める割合

28.2％

県内で消費する
一次ｴﾈﾙｷﾞｰに占める割合

40.2％

60％

100％
県内ｴﾈﾙｷﾞｰ需要

再ｴﾈ導入目標

30％

新 規新 規

一部新規一部新規

水素ステーション

出典：岩谷産業（(株)）
再エネ先進地

ドイツ NRW州 ザーベック市
再エネ先進地

ドイツ NRW州 ザーベック市

新 規新 規

新 規新 規

（年）

累計 累計
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新規高卒者の県内就職率が高い一方、離職率も高
い状況が依然続いている。

震災復旧関連の求人が多く、業種間や地域間での
ミスマッチが未だに発生。また、深刻な人材不足によ
る中小企業の競争力低下が懸念。

ふくしまの柱

活 力

復旧・復興関連の人材需要により、昨年度に引き続
き全国平均よりも高い水準で維持。

一方で、需要が落ち着きつつあることから、今後は高
水準を維持しながら緩やかな低下が見込まれる。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

主な課題と今後の方向性

産業⼈材の育成･能⼒開発
労働環境の改善
雇⽤機会の創出･確保

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
中小企業等復興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

復興需要に左右されない産業の育成と連動して、地
域の成長産業を支える人材を積極的に育成・確保。
就職後の継続的な技術向上等も推進。

インターンシップ支援やキャリア教育を通じて、高校在
学時の職業意識を醸成するとともに、関係機関が一体と
なって就職後の相談・支援体制を充実。

有効求人倍率
公共職業安定所に登録された有効求人数を有効求職者数で割った数値（新規学卒
者を除きパートタイムを含む）の年度平均値

新規高卒者の県内就職率
県内企業に就職した高卒者の離職率

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） 就職率:A（100％以上） 離職率:B（80～100％）

県内企業の求人増加により、県内就職率は高水準。

全国平均より高い状況は続いているものの、離職率
は改善傾向にあり、全国平均との差も縮小している。

【出典】労働市場年報（福島労働局） 【出典】学校基本調査（文部科学省）、厚生労働省職業安定局若年者雇用対策室調べ

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） A（100％以上）

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

0.45 
0.66 

1.06 
1.27  1.45  1.45  1.43 

0.82  0.97  1.11  1.23 
1.39 
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← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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［参考］正社員の有効求人倍率

次世代のふくしまを担う人材育成事業

・インターンシップ支援やキャリア
教育などの就労支援

子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ支援 キャリア教育支援

参 加 者  4,282人
受入企業 2,279社

高 　校　12校　1,096人
中学校　　7校　1,232人
小学校　　8校　1,037人

[参考] 平成28年度の実績

ふくしまで生活基盤を築くための
高校生支援事業

・県内各地区の進路ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
による支援・情報提供

・高校生のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ参加の
ｺｰﾃﾞｨﾈｲﾄ

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

進路支援進路支援

ふくしま就職応援事業

・ふるさと福島就職情報センター
（東京、福島市）における就職相談
やマッチング支援

・新入社員の巡回相談、高校で

の社会人講話の実施

・ｼﾆｱ求職者を対象とした研修

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ふるさと福島

就職情報センター

（福島市・東京）

ふくしま生活・就職

応援センター

（県内6カ 所)

利用

件数
10,325件 22,358件

就職

決定
642人 1,076人

[参考] 平成28年度の実績

マッチング面談会マッチング面談会

ふくしま地域創生人材育成事業

・求職者を対象とした、成長産
業分野における雇用型訓練
の実施

・製造業の在職者を対象とした
スキル向上のための実践研修

中小企業等復興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

（イメージ）（イメージ）

一部新規一部新規

新規新規

0.23 
0.36 

0.61 
0.74  0.89  0.92  0.94 

0.49 
0.59 

0.68 
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0.89 

0.00

0.40
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1.20
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新規高卒者の県内就職率

就職した高卒者の離職率

全国
6位

全国
15位

全国
8位

全国
13位

一部新規一部新規

専門高校と小･中学校の
ｷｬﾘｱ教育連携（体験授業）

専門高校と小･中学校の
ｷｬﾘｱ教育連携（体験授業）

11



東アジアなど海外の風評が根強い。

外国人旅行者を本県に呼び込むための誘因が必
要。

県外からの教育旅行の回復が低調であるなど､未だ
風評の影響が根強い。

福が満開福のしま観光復興推進事業

・ﾎｰﾌﾟﾂｰﾘｽﾞﾑ、国内のﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ
を推進

・「福が満開、福のしま。」ふくしま

秋･冬観光ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの展開

・ﾃｰﾏ別観光ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの育成 等

ふくしまの柱

活 力

震災・原発事故の影響や風評により著しく減少。

大河ドラマ「八重の桜」、ふくしまデスティネーション
キャンペーン等により回復基調にあるが、震災前の水
準までは回復していない状況。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

主な課題と今後の方向性

国内観光､国際観光の推進
定住･⼆地域居住などによる国内交流の推進
国際交流の推進

農林水産業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

福島ならではの素材の磨き上げや正しい情報の発
信とともに､旅行の目的や旅行者等の観点からﾀｰｹﾞｯﾄ
を絞り､それぞれに適した効果的な観光誘客を推進。

外国人旅行者の嗜好に応じた本県の強み（ｻﾑﾗｲ､ﾌ
ﾙｰﾂ、ｳｨﾝﾀｰｽﾎﾟｰﾂ等）をいかして誘客を図るとともに､
快適に観光できる環境整備を促進。

観光客入込数 県内の外国人宿泊者数 （従業員数10名以上の宿泊施設）

指標の評価
（平成28年）
指標の評価
（平成28年） A（100％以上）

原発事故の影響や風評､福島空港の国際定期便の
運休等により著しく減少。

回復基調にあるものの、訪日外国人観光客数は平成
25年以降毎年過去最高を更新する中、本県の外国人
宿泊者数は震災前の81.8％に留まる状況。

【出典】観光客入込状況調査（福島県） 【出典】宿泊旅行統計調査（国土交通省（観光庁））

風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

福島インバウンド復興対策事業

・受入体制整備のﾊﾟｯｹｰｼﾞによる
支援 （Wi-Fi整備､ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 等）

・海外ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ
（台湾､ﾀｲ､ﾍﾞﾄﾅﾑ､豪州 等）

・栃木､茨城 等との広域連携 等

風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

教育旅行復興事業

・ﾓﾆﾀｰﾂｱｰ、誘致ｷｬﾗﾊﾞﾝ､
PR活動の実施

・ﾊﾞｽ､合宿経費の一部支援

・東ｱｼﾞｱ等からの教育旅行
の誘致促進

等

風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

海外出版社と連携した
地域資源発掘･発信事業

・外国人の目線から発掘した観
光資源を「外国人向け旅行ｶﾞ
ｲﾄﾞﾌﾞｯｸ」にまとめ世界に発信

人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（平成28年）
指標の評価
（平成28年） B（80～100％）

71  67 

13 

35  38 

0
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

[参考] 教育旅行の県内宿泊者数

（万人泊） （年度）

H21年度比
53.7％

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

6,060 6,300
5,718 

3,521 

5,276 
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目標値 実績値（万人）

（年）

H22年比
61.6％

H22年比
92.3％

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

6.9 
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目標値 実績値（万人泊）

（年）

H22年比
27.5％

H22年比
81.8％

新 規新 規

一部新規一部新規
オーストラリアにおける

プロモーション活動
オーストラリアにおける

プロモーション活動

ｲﾒｰｼﾞ

新 規新 規
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小名浜港は、取扱貨物の増加に伴う滞船や大水深
岸壁の不足による大型船舶の喫水調整が常態化して
おり、物流の効率化が課題。相馬港は、コンテナ船を
寄港させることが課題。

除染土壌等の中間貯蔵施設への搬送や廃炉、復
旧・復興事業による大型車等の交通量の増加に対応し
た交通安全の確保。

地域連携道路等整備事業

・浜通りと中通り・会津との東西
の広域的なネットワーク強化

・災害に強い道路ネットワーク
構築

ふくしまの柱

活 力

常磐自動車道が平成27年3月に全線供用されたこと
で、中心都市間の平均所要時間が短縮され目標を達
成。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

主な課題と今後の方向性

⾼速交通ネットワークの整備と活⽤
⾻格となる道路網の整備と活⽤
福島空港・⼩名浜港・相⾺港の整備と活⽤
情報通信基盤の整備と活⽤
鉄道の復旧と基盤強化

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
中小企業等復興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

「ふくしま復興再生道路」を始めとする本県の復興の
基盤となる道路の整備を推進。

積極的なポートセールスを推進するとともに、小名浜
港においては、国際物流拠点としての整備を推進し､物
流コストの削減や産業の競争力強化を図る。

７つの生活圏の中心都市間の平均所要時間 小名浜港・相馬港の取扱貨物量

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） B（80～100％）

平成24年以降、港湾施設の復旧に伴い、震災前を上
回る水準で推移。

平成28年は復興需要が落ち着いてきたことから減少。
今後はLNG基地（新地町）やＩＧＣＣ（いわき市）の供用

開始等により増加を見込む。

【出典】福島県土木部調べ 【出典】小名浜港統計年報、相馬港統計年報（福島県）

復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

小名浜港東港地区国際物流ターミナル整備事業

・ 小名浜港（国際バルク戦略港湾

に選定）の取扱貨物量の増加､
船舶の大型化等に対応する
ため、国と共同で岸壁・泊地・
橋りょう等の整備やふ頭の埋
立造成を実施

復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ふくしま復興再生道路整備事業

・避難解除等区域の復興を
周辺地域から強力に支援
するため、広域的な物流や
地域医療、産業再生を
支える８路線を整備

復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ポートセールス事業

・小名浜港、相馬港の
海上輸送の利用促進
を図り、県内産業の
振興に寄与するため、
ポートセールス活動を
推進

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） A（100％以上）

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

86.3 

85.8 

90.0 

88.0 

86.0 
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

目標値 実績値（分）

（年） ← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

2,598.8 
2,860.0 

2,028.2 

1,214.0 

2,180.9 
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目標値 実績値（万ﾄﾝ）

（年）

小名浜港小名浜港

（年）

（TEU）
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4,879 

24,042 
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小名浜港・相馬港の
コンテナ貨物取扱量
小名浜港・相馬港の
コンテナ貨物取扱量

小野富岡線五枚沢1工区
（H28年6月開通）

小野富岡線五枚沢1工区
（H28年6月開通）

原町川俣線芦原工区
（H27年3月開通）

原町川俣線芦原工区
（H27年3月開通）
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死因別死亡率では、急性心筋梗塞で男女とも全国ﾜｰ
ｽﾄ1位となるなど、健康寿命は全国平均を下回ってお
り、県民全体の健康に関する更なる意識向上が必要。

避難生活の長期化によって生活習慣病へのリスク
が高まっていることから、被災者に対する健康支援活
動の強化が必要。

主な課題と今後の方向性

健康長寿ふくしま推進事業

・「ふくしま健民アプリ」等による健康づくりに取組む
県民へのインセンティブ付与

・マスメディア等を活用した健康
情報の発信

・企業・事業所等への健康づくり支援 等

男性の健康寿命は平成22年、25年とも全国平均を下
回る。

女性の健康寿命は平成22年は全国平均を上回った
ものの、平成25年には全国平均を下回る。
※H27年12月公表のH25年ﾃﾞｰﾀを掲載。H28年ﾃﾞｰﾀの公表については、H29年度末頃
の予定。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

疾病予防と⽣涯を通じた健康づくり
感染症の予防と感染の拡⼤防⽌対策
東⽇本⼤震災･原⼦⼒災害の影響を踏まえた健康管理
保健を担う⼈材の確保

人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

食生活の改善や運動習慣、健康づくりの意識付け
等、全県的な取組により「健康な県づくり」を推進。

生活習慣病の予防事業や保健指導等において、市
町村との連携を強め、被災者等の健康の維持、増進を
図る。

健康寿命の推移
健康上の問題がない状態で日常生活を送れる期間

ﾎｰﾙﾎﾞﾃﾞｨｶｳﾝﾀｰ（内部被ばく）検査の実施状況

指標の評価
（平成27年度）
指標の評価
（平成27年度）

－

受検者数は平成24年度をピークに年々減少傾向。

引き続き、検査を通じて放射線に対する正確な情報
提供と受検希望者が受検機会を得られる環境を確保。

【出典】厚生労働科学研究費補助金「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究） 【出典】福島県県民健康調査課調べ

県民健康調査事業

・全県民を対象とした県民健康調査等の実施

・「甲状腺検査」の二次検査対象者が抱く心配
や不安への対応として、相談体制を強化

心身の健康を守るプロジェクト

生活習慣改善による健康長寿推進事業

・フッ素洗口による子どもたちの虫歯予防

・減塩や野菜摂取量の増加を通し、
生活習慣病の発症・重症化を予防

心身の健康を守るプロジェクト

被災者健康サポート事業

・仮設住宅等で生活している
被災者等の健康支援

生活再建支援プロジェクト

参考指標

ふくしまの柱

安全と安心
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70.42 
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71.4

H22 H25

（歳） 男 性

全国平均全国平均

福島県福島県

（年）
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73.96 

73.62 

74.21 

72.8
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73.4
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73.8

74.0

74.2

74.4

H22 H25

（歳） 女 性

全国平均全国平均

福島県福島県

（年）
← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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実績値

（年度）

「減塩＆野菜を食べよう
キャンペーン」の実施

「減塩＆野菜を食べよう
キャンペーン」の実施

ﾎｰﾙﾎﾞﾃﾞｨｶｳﾝﾀｰ検査ﾎｰﾙﾎﾞﾃﾞｨｶｳﾝﾀｰ検査

甲状腺検査（本格検査）

受診率 60.7%

[参考] 
平成２８年度までの実績

専門職による健康支援活動専門職による健康支援活動

一部新規一部新規

一部新規一部新規

（万人）

人口減少・高齢化対策プロジェクト

一部新規一部新規
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医師不足は全県的に深刻な状況にあり､地域医療を
担う人材の育成・確保が不可欠。

震災等により大きな打撃を受けた地域において必要
とされる医療の提供体制の整備が急務。

主な課題と今後の方向性

ふくしま医療人材確保事業

・震災により離職した医療従事者を雇用する浜通りの医
療機関の支援 等

ふくしまの柱

安全と安心

震災前から医師不足が続いており､震災･原発事故を
契機として県外流出が進み､状況は更に深刻化。

地域別では､浜通り地域の不足が著しく､特に医療機
関が休止している双葉地域は大きく減少。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

医療提供体制の確保・充実
医療従事者の確保と医療の質の向上
浜通り地⽅の医療提供体制の再構築

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

県外医師の招へいや医師の処遇改善、就業環境の
整備など､県立医大､医療機関､行政が一体となって医
師確保対策を推進。

二次救急医療機関の整備、郡立診療所の開設､人材
の確保等により、避難者や帰還者の医療提供体制の早
期確立を推進。

医療施設従事医師数 （人口１０万人対）
人口10万人あたりの県内（各地域）医療機関に従事している医師数

就業看護職員数 （人口１０万人対）
人口10万人あたりの看護職員数（保健師・助産師・看護師及び准看護師の数）

指標の評価
（平成26年度）
指標の評価
（平成26年度） -

県全体では増加傾向にあり､全国平均を上回る状況。

震災･原発事故の影響は相馬･双葉地域で著しく､医
療機関が休止している双葉地域は大きく減少。

医療機関の再開が進む相馬地域は回復傾向。

【出典】医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 【出典】「保健・衛生業務報告（衛生行政報告例）」（厚生労働省）

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

復興を担う看護職人材育成支援事業

・進学・就職活動､キャリア
アップ支援を通じた看護
職の人材育成

・人材の確保に取り組む
浜通りの医療機関を支援

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

医師確保修学資金貸与事業

・県内勤務を希望する福島医大
医学部生への修学資金貸与 等

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

避難地域等医療復興事業

・休止していた医療機関の再開
支援

・双葉郡等への医療機関の開
設・運営を支援

等

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（平成26年度）
指標の評価
（平成26年度） -

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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被災離職者の雇用 医師7名、看護師40名

県外医療従事者の雇用 医師22名、看護師58名

県外からの医療支援 医師397名、看護師4名

[参考] 平成28年度の実績

[参考] 再開等した医療機関[参考] 再開等した医療機関
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双 葉双 葉

全国43位全国41位
福 島 県福 島 県

全国平均全国平均

いわきいわき

相 馬相 馬

双 葉双 葉
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

イメージイメージ

緊急医師確保修学資金貸与決定者

272名（うち1年生 48名）

FUKU★BUS

看護の現状研修ﾂｱｰ

H28 6回開催

143名参加

　病院 2/8施設

　診療所 20/60施設

　歯科診療所 4/32施設

（計）再開率 26%
【出典】避難地域等医療復興計画

（福島県）

全国44位

[参考] 平成28年度の実績
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急速に高齢化が進行する中で、医療、介護、予防等
について総合的な視点から地域の実情に応じた支援が
必要。

福祉・介護の人材不足が深刻。

主な課題と今後の方向性

地域包括ケアシステム構築支援事業

・トップセミナーや生活支援
コーディネーター養成研修

・原子力災害被災町村の支援
計画、課題に応じた学習会、
研修の実施・受講を支援

被災地における避難者の生活不活発病の増加など
により、要介護者（要支援）高齢者が増加傾向。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

⾼齢者介護･福祉サービスの確保･充実
障がい者の⽇常⽣活及び社会⽣活の総合的⽀援
介護者の負担軽減

人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

医療と介護の連携強化や､担い手の養成・確保等を
推進し、体制整備を支援。

労働環境の整備や人材の育成・マッチング支援、イメー
ジアップなどを図り、福祉・介護人材の育成・確保・定着を
推進。

介護保険の要介護（要支援）に該当する高齢者の割合
介護保険第１号被保険者の要介護（要支援）認定率

介護老人保健施設の定員数

指標の評価
（平成27年度）
指標の評価
（平成27年度） B（80～100％）

【出典】第七次福島県高齢者福祉計画・第六次福島県介護保険事業支援計画（福島県）
【出典】第七次福島県高齢者福祉計画・第六次福島県介護保険事業支援計画（福島県）

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

県外からの福祉・介護人材確保支援事業

・県外から相双地域等の介護保険
施設等への就職予定者に対し、
研修受講料や就職準備金の貸与
や住宅情報の提供等による住まい
の確保を支援

外国人介護福祉士候補者
受入施設学習支援事業

・経済連携協定（EPA）に基づき入国
する外国人介護福祉士候補者を受
け入れた施設に対し、日本語等の
習得や介護福祉士等の資格取得
に係る必要な経費を補助

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

福祉人材確保推進プロジェクト事業

・福祉・介護人材潜在的有資格者の再就職を支援

・職場体験や介護業務のイメージアップ

・新任介護職員研修、職場内研修の強化

・相馬地方からの介護福祉士等養成校入

学者への住居費等を貸付

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（平成27年度）
指標の評価
（平成27年度） B（80～100％）

ふくしまの柱

安全と安心

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

19.6 

18.9 

15

16

17

18

19

20

21

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

目標値 実績値
（％）

（年度） ← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

7441 

7303 

6,800

6,900

7,000

7,100

7,200

7,300

7,400

7,500

7,600

7,700

7,800

7,900

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

目標値 実績値（人）

（年度）

介護療養型医療施設から介護老人保険施設への計
画的な転換が進んでいないことにより、目標値を下
回っている。また、平成２８年度は、２施設が廃止に
なったが、今後整備予定。

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

一部新規一部新規

研修等の写真
の提供をお
願いします

[参考]
平成２８年度実績
[参考]
平成２８年度実績

受入施設 2施設

学習支援

対象者数
6名

[参考]
平成２８年度実績
[参考]
平成２８年度実績

貸与者数 30名

住宅情報

提供件数
2件

H28第2回トップセミナーH28第2回トップセミナー

福祉・介護職への
就職フェア

福祉・介護職への
就職フェア
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消費者等の信頼を確保するため、検査の継続が必要。
玄米の全量全袋検査について、平成27年産米以降、基準値

超過が確認されていないことから､検査の方向性の検討が必
要。

県産食品の購入をためらう方がまだ一定割合存在
することから、県産食品についての更なる理解促進が
必要。

主な課題と今後の方向性

農林水産物等緊急時モニタリング事業

・農林水産物の放射性物質検査の実施

・検査結果の迅速かつ的確な周知

全量全袋検査を実施している玄米の基準値超過数
が平成27年度以降ゼロとなるなど、品目ごとの基準値
超過数・超過率は着実に減少。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

地域社会全体での治安､防⽕､交通安全対策
⾷の安全･⽣活衛⽣の向上
消費⽣活における安全･安⼼の確保

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
農林水産業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

農林水産物などの県産食品の検査を継続的に実施す
る中で､玄米については関係団体や消費者等から幅広く
意見を聴きながら､検査の方向性の検討を進める。

県内外の消費者に向け、県産食品の安全性や魅力に
ついて継続的かつ効果的な情報発信を推進。

モニタリング検査等の結果の推移 風評被害に関する消費者意識

参考指標

基準値を超えた食品が出荷・流通・消費されないこと
を知っている方の割合は減少傾向。

放射性物質検査の実施を知らない方の割合は増加
傾向。

福島県産の食品の購入をためらう方の割合は減少傾
向にあるものの今なお一定割合で存在。

【出典】福島県農林水産部調べ 【出典】消費者庁「風評被害に関する消費者意識調査の実態調査」より作成

環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

チャレンジふくしま消費者風評対策事業

・首都圏等の消費者を本県へ招へい
・農業者などを講演のため首都圏等に派遣 等

風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ふくしまの恵み安全・安心推進事業

・産地が主体となって行う
農林水産物の放射性物
質検査の支援

・消費者への検査結果の
公表 等

農林水産業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

参考指標

ふくしまの柱

安全と安心

玄 米
全量全袋検査の結果
各「年産」の数値

玄 米
全量全袋検査の結果
各「年産」の数値

H23年度 H24年度 H25年度 H28年度H26年度 H27年度

暫定規制値 新基準値

検査検体数 － 1034.6万 1100.7万 1101.2万 1047.7万 1024.1万 点

基準値超過数 － 71 28 2 0 0 点

基準値超過率 0.0007 0.0003 0.00002 0 0 ％

野菜

･果実

野菜

･果実

検査検体数 6,121 7,271 5,806 5,850 4,585 3,793 件
基準値超過数 145 7 0 0 0 0 件

基準値超過率 2.4 0.1 0 0 0 0 ％

畜産物畜産物
検査検体数 5,888 6,895 5,426 4,867 4,526 4,349 件

基準値超過数 15 0 0 0 0 0 件

基準値超過率 0.3 0 0 0 0 0 ％

山菜･

きのこ

山菜･

きのこ

検査検体数 1,083 1,180 1,457 1,564 1,562 1,832 件
基準値超過数 127 90 80 25 7 2 件
基準値超過率 11.7 7.6 5.5 1.6 0.45 0.11 ％

水産物水産物
検査検体数 3,557 6,916 8,519 9,688 9,215 9,505 件
基準値超過数 227 879 237 75 7 4 件
基準値超過率 6.4 12.7 2.8 0.8 0.08 0.04 ％

3/31 
現在

検査品目数 510品目

検査点数 21,180点

うち基準値超過数 6点

[参考] 
平成28年度

の実績
ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ

半導体検出器
ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ

半導体検出器

[参考] 

平成28年度
の実績

22.4%

35.2%

58.8%

43.1%

19.4%
15.0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

H25.2 H25.8 H26.2 H26.8 H27.2 H27.8 H28.2 H28.8 H29.2 （年月）

基準値を超えた
食品が出荷・流
通・消費されな
いことを「知って
いる」

食品中の放射
性物質検査の
実施を知らない

福島県産の食
品の購入をため
らう

食の安全・安心推進事業

・放射能や食の安全性をテーマとした説明会を実施

環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

[参考] 
平成28年度

の実績

首都圏の消費者
招へいツアー

首都圏の消費者
招へいツアー

実施9回 計302名参加

「ふくしまの今を語る人」
の県外派遣

「ふくしまの今を語る人」
の県外派遣

44回派遣 計4,164名参加

食の安全・安心アカデミー
シンポジウム

食の安全・安心アカデミー
シンポジウム

食と放射能に関する説明会食と放射能に関する説明会

2回開催 計659名参加 76回開催 計3,437名参加

ふくしまの恵み安全対策協議会
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

ふくしまの恵み安全対策協議会
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

一部新規一部新規
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フォローアップ除染や森林の放射線量低減のため
の取組、除去土壌等の適正管理など、必要な取組を
迅速かつ確実に実施することが必要。

災害廃棄物については、減容化後に保管している
焼却灰の処分等が課題。汚染廃棄物については、運
搬、埋立処分等における安全確保が不可欠。

主な課題と今後の方向性

市町村除染対策支援事業

・市町村が実施する除去土壌の適正保管や搬出、線量
低減化活動等を支援

36市町村が除染実施計画を策定し、除染を実施。

住宅の除染は着実に進み､平成28年度末で概ね
終了。住宅以外についても一部（道路等）を除き概
ね終了。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

廃炉までの安全確保､緊急事態への備え
原⼦⼒災害に関する正確な情報の発信
除染の効果的･効率的な推進､汚染廃棄物などの適正処理
復興のための研究開発拠点整備
原⼦⼒損害賠償の完全実施を求める､賠償請求の⽀援

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

除染等の迅速かつ確実な実施に向けて、各市町村
が抱える課題を丁寧に把握しながら、必要な取組に対
してきめ細かに支援。

焼却灰の処理の加速化を国に強く要請。汚染廃棄
物については、各種モニタリング、安全協定に基づく
立入調査等を実施し、地元住民、県民の不安の払拭
に努める。

市町村除染地域における除染実績（住宅）
各年度末までの計画数に対する累積の進捗率

東日本大震災に係る災害廃棄物の処理・処分率

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） B（80～100％）

平成28年度末で約95%が完了。

国が代行で処理する地域や直轄で処理する地域で
処理が遅延。

【出典】除染対策課調べ（福島県） 【出典】災害廃棄物処理の進捗状況（福島県）

環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

災害廃棄物処理基金事業

・災害廃棄物の
処理を行う市町
村に対してその
経費の一部を
補助

環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

除染推進体制整備事業

・仮置場の適正な維持管理
等を行うため、事業者等の
育成・技術的支援を実施。

環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

放射性物質汚染廃棄物処理総合対策事業

・産業廃棄物処理施設にお
ける排水､粉じん等の放射
性物質のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施。

・特定廃棄物埋立処分施設
における協定に基づく安全
確認の実施 等

環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度）

-

ふくしまの柱

安全と安心

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →

100.0 
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99.5 

0

20

40

60

80

100

120

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

目標値 実績値（％）
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住宅の除染の様子住宅の除染の様子

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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（年度）

[参考] 市町村除染の進捗率
（28年度末までの計画数に対する累積の進捗率）

道路 84.6%

農地 98.2%

住宅 99.5%

公共施設等 98.4%

方部 発生見込量 仮置場搬入量 処理・処分量

浜通り 2,944 3,161 2,734 (92.9%)

中通り 1,056 1,059 1,056 (100.1%)

会津 19 19 19 (100.0%)

合計 4,019 4,239 (105.5%) 3,809 (94.8%)

[参考] 28年度末時点の災害廃棄物の処理状況
（単位：千トン）

仮置場内における
空間線量率の測定
仮置場内における
空間線量率の測定

一部新規一部新規除染業務講習会
(従事者コース)

除染業務講習会
(従事者コース) 特定廃棄物埋立処分施設に

おける協定に基づく安全確認
特定廃棄物埋立処分施設に
おける協定に基づく安全確認

累計 累計
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帰還困難区域内の海岸・河川堤防の整備。 震災や原子力災害、近年の自然災害（大雨・土砂
災害、火山災害、山林火災等）を踏まえ、災害時に県
民が適切に対応できる体制の強化が必要。

主な課題と今後の方向性

海岸整備事業（再生・復興）

・東日本大震災により被災した
海岸堤防の復旧・整備

用地取得や他事業との調整を行い、４５箇所の堤防
等が完成。今後も復旧復興事業の早期完成を目指し、
関係機関と調整を図りながら着実な事業の進捗を図
る。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

防災・減災対策の強化
社会基盤の維持・管理・強化
危機管理体制の強化
震災教訓の継承・⾵化防⽌

避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
農林水産業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 風評・風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

関係機関との連携を図り、各町の復興計画及び中
間貯蔵施設の整備計画などと整合を図った堤防の整
備を推進。

備蓄や原子力災害時の広域避難体制の充実等の「公
助」の取組とともに､要支援者対策､自主防災組織の育
成､防災意識の啓発等の「自助・共助」の取組を推進。

海岸施設（堤防等）の復旧・整備状況
海岸防災林整備延長

防災士の認証登録者数
※防災士：防災に対する意識と一定の知識・技能を認証する民間の資格

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） A（100％以上）

防災士養成研修やフォローアップ研修会により防災
士の育成を進めていることから、順調な増加傾向にあ
り､目標値を上回る状況。

【出典】福島県農林水産部・土木部調べ 【出典】福島県調べ

復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

福島県防災対策強化事業

・防災士養成研修 等

・避難行動要支援者訓練

・防災ﾌｪｱ､ｾﾐﾅｰの開催

等

復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

治山事業（海岸防災林造成事業）

・東日本大震災により被災した
森林等の復旧（防災林造成）

復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

原子力防災体制整備事業

・県地域防災計画（原子力災害
対策編）の見直し

・緊急時通信連絡網の整備

・原子力防災訓練 （住民避難訓練）

・防災資機材の整備 等

復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） 堤防等: - （参考指標）、防災林:B（80～100%）

ふくしまの柱

安全と安心

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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[参考] 平成28年度までの実績

[参考] 平成28年度までの実績

整備箇所数 45箇所

原子力防災訓練
（住民避難訓練）
原子力防災訓練
（住民避難訓練）

防災士養成講座防災士養成講座
末続川・末続海岸（いわき市）末続川・末続海岸（いわき市）

双葉郡楢葉地区双葉郡楢葉地区

整備箇所数 9箇所

累計 累計
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女性が活躍できる環境を整えるとともに、男性の家
事・育児・介護への参画を促進するため、ワーク・ライ
フ・バランスの実現に向けた取組が必要。

東京オリンピック・パラリンピックを控え、様々な分野
で多様な人が共に生活する社会の重要性、必要性に
ついて理解を深めることが必要。

主な課題と今後の方向性

女性活躍促進事業

・経営者向けﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ経
営塾等の開催

・在宅勤務､ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ等､働き方
改革の推進

・結婚･出産･育児等で離職した
女性の再就職支援 等

前年度比で女性管理職が775名増加しているもの
の、男女全体で5,770名の増加となったため、割合とし
ては減少。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

⼈権の尊重、⼈権意識の向上
男⼥共同参画社会の形成
地域社会の国際化
ユニバーサルデザインを⽣かした社会づくり

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

企業における女性活躍の必要性や有効性を企業の
経営者や管理者に普及・啓発していくとともに、ワー
ク・ライフ・バランスの取組を県内企業に波及させる。

様々な分野をテーマとしたワークショップを実施するな
ど､ユニバーサルデザインの更なる理念普及と実践促進
を図る。

県内民営事業所の管理職における女性の割合 ユニバーサルデザインに関する県民の認知度

指標の評価
（平成27年度）
指標の評価
（平成27年度） B（80～100％）

平成24年度の71.6%に対し、平成27年度は70.3%と
横ばい。

※ 平成26年度は調査形態が異なり、88.0%と高い数値を示す。

（平成26年度は「うつくしま夢だより『県民の声ミニアンケート』」実施）

【出典】労働条件等実態調査（福島県） 【出典】県政世論調査及び担当課調査（福島県）

人口減少・高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ふくしま型ユニバーサルデザイン実践強化事業

・ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの視点から
観光を考えるﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催

やさしいまちづくり推進事業

・建築物等のユニバーサル
デザイン化の推進

等

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） -

ふくしまの柱

思いやり

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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一部新規一部新規

「働く女性応援」

中小企業認証

県内83企業

ワーク・ライフ・バランス

普及啓発

キャラバン活動80カ所

[参考] 平成28年度の実績

女性活躍経営塾女性活躍経営塾 働き方改革推進事業働き方改革推進事業

車椅子
での
まちあるき

車椅子
での
まちあるき

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ
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貧困の連鎖の防止や生活困窮者の自立支援に向
けた取組が必要。

避難生活の長期化や復興公営住宅への転居、避
難指示解除に伴うふるさとへの帰還等の状況下、被
災者の心のケアは長期的な取組が必要。

主な課題と今後の方向性

生活保護扶助

・扶助費の支給を通じて､生活保護法に基づく生活困窮
者の最低生活を保障し、自立を助長

本県は全国平均に比べ低位で推移。

高齢化の進展により高齢世帯の数は増加が見られる
ものの、全体的には震災復興事業による雇用環境の
改善が続いているため、保護率は横ばい。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

寛容で、全ての⼈に優しい社会づくり
援助を必要とする⼈たちへの⽀援
地域社会における⼈と⼈の絆の再構築
被災者の⼼のケア

人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
中小企業等復興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

支援を必要とする人の実情に応じた相談・援助機能
の充実を図り、被保護世帯の自立を支援。

被災者等の複雑化・多様化する課題に対する相談
支援体制を充実させ、訪問活動や人材育成・研修会な
どの取組を継続。

生活保護率
人口1,000人あたりの被保護人員数

ふくしま心のケアセンターにおける年間相談支援件数

指標の評価
（－）

指標の評価
（－）

震災直後（平成24年度）と比べ減少。

相談の背景が居住環境の変化から健康や家族・家
庭、就労、生活再建、教育など、複雑化・多様化。

【出典】「生活保護速報」（福島県）
【出典】ふくしま心のケアセンターにおける訪問相談、集団指導での相談、来所相談、

電話相談の合計（福島県）

被災者の心のケア事業

・｢心のケアセンター｣を拠点とした
訪問活動､支援者 研修会

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

生活困窮者自立支援事業

・生活保護に至る前の段階の
生活困窮者に対し､

就労や生活などの各種支援

住居確保給付金を支給

子どもの心のケア事業

・「ふくしま子ども支援センター」を活用した継続的支援

・児童相談所などの相談体制の強化

・支援団体のネットワーク化

心身の健康を守るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（－）

指標の評価
（－） －

ふくしまの柱

思いやり

医療扶助 1,408,466千円

生活扶助 1,337,312千円

[参考]
平成29年度実施計画

[参考] 市町村等への業務支援（同行訪問等）

センターの活動風景

心身のケア 相談会・講習会等 536回開催 803人派遣

山形市ままカフェサロン 　16回開催 193人参加

[参考] 

平成28年度
実績

← 総合計画の計画期間→
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尾瀬や猪苗代湖、裏磐梯をはじめとする豊かな自
然環境の保全と継承。

自然と触れ合う機会が減少しており、環境問題への
理解の促進など、環境教育を推進する必要。

主な課題と今後の方向性

ふくしまっ子自然体験・交流活動支援事業

・子どもたちへの自然体験活動
の機会の提供 等

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

⾃然環境の保護と適正な利⽤
美しい景観の保全と継承
⽣物多様性の保全
環境保全対策の推進

人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
生活再建支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
農林水産業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 風評･風化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
復興まちづくり・交流ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

浄化槽の整備促進等を通じた水質の保全。

流域が一体となった猪苗代湖・裏磐梯湖沼の水環
境保全。

自然環境の「保護」と「適正利用」の総合的な推進、
自然環境保護の啓発。

子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ふくしま子ども自然環境学習推進事業

・尾瀬国立公園内で行う環境学習に対する補助 等

子ども・若者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

窒素りん浄化槽普及拡大プロジェクト

・窒素りん除去型浄化槽の
普及拡大に向けた講習会
や研修会 等

（主要事業）

国立公園等施設整備事業

・国立公園等の
木道等の施設
の整備

（主要事業）

ふくしまの柱

思いやり

自然体験活動の件数 2,415件

自然体験活動参加人数 延べ116,236人

尾瀬における環境学習の実施数

【県内小・中学校等】

25校

[参考] 平成28年度実績

尾瀬（大江湿原）尾瀬（大江湿原）

平成28年度は、渇水等の自然要因により前年度の達
成率を下回ったが、これらの特異な要因が解消すれ
ば、従前の状況に回復する見込み。

環境基準の達成率（水質） 自然公園の利用者数

指標の評価
（平成27年度）
指標の評価
（平成27年度） D（～70%）

【出典】環境白書（環境省）、福島県調べ 【出典】自然公園等利用者数調（福島県）

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度） B（80～100％）

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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自然公園の利用者数は、警戒区域等が設定された
地域では震災前に比べ大幅に減少。

その他の地域については、震災前の水準より少ない
が、回復傾向。

[参考] 平成28年度実績

猪苗代湖猪苗代湖

尾瀬認定ガイドによる自然解説尾瀬認定ガイドによる自然解説
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原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展
可能な社会の実現のため、省資源・省エネルギーを
強力に推進する必要。

一般廃棄物の減量化、産業廃棄物の排出抑制・減
量化、リサイクルの推進が必要。

主な課題と今後の方向性

ふくしま省エネ促進総合モデル事業

・中小企業や市町村立学校にお
ける照明等の高効率化を支援

・子どもたちの環境意識の啓発の
ため、七夕行事や緑のカーテン
育成等を支援

低公害車の登録台数は平成22年度より増加傾向。

うち電気自動車についても増加傾向。

現
状
分
析
（
主
な
指
標
）

省エネルギー･省電⼒対策の推進
環境に配慮した経済活動･ライフスタイルの推進
廃棄物の発⽣抑制､再使⽤､再⽣利⽤などの推進

人口減少・少子高齢化対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
避難地域等復興加速化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
農林水産業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

関連する重点プロジェクト（復興計画）

代
表
的
な
取
組

課

題

課

題

地域における省資源・省エネルギー意識の向上を図
り、環境への負荷を軽減する賢いライフスタイルへの
転換を促進。

リサイクル等を推進する先進的な施設の整備等に対
する支援、不法投棄や不適正処理の防止対策等を推
進。

クリーンエネルギー（低公害）自動車の普及台数 「福島議定書」事業参加団体数（学校）

指標の評価
（平成28年度）
指標の評価
（平成28年度）

Ｄ（70％未満）

震災の影響で減少したが､平成26年度から増加傾
向。

【出典】低公害車の普及状況（国土交通省東北運輸局） 【出典】県産廃棄物排出処理状況確認調査（福島県）

新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

福島県省エネルギー住宅改修補助事業

・既存戸建て住宅の
断熱改修工事に要
する費用の一部補助

新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ふくしまクールシェア推進事業

・施設に集まり冷暖房を共有
するクール（ウォーム）シェア
の普及啓発

新産業創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指標の評価
（ － ）

指標の評価
（ － ） －

ふくしまの柱

思いやり

住宅の断熱改修の様子住宅の断熱改修の様子

← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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← － － 総 合 計 画 の 計 画 期 間 － － →
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県有建築物省CO2推進事業

・県有建築物の
省ｴﾈﾙｷﾞｰ化 等

・市町村や民間の
建築物への普及

太

陽

光

発

電

等

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量 エネルギー収支

＝(消費量)－(再エネ削減量)

《省エネ効果》

削減

削減前 削減後

高度省エネ型

《再エネ効果》

削減

（主要事業）

新 規新 規

例）事務所の照明のLED化例）事務所の照明のLED化

クールシェアスポット
の様子

クールシェアスポット
の様子

23




